
北見市における景気動向調査報告書 
< 第 Ⅲ 四 半 期 > 

 

北 見 商 工 会 議 所 

 

Ⅰ．調 査 要 領 

 

１．調査時点及び調査対象期間 

（１）調 査 時 点       令和７年１月２９日 

（２）調査対象期間 令和６年１０月～１２月期実績および令和７年１月～３月期見通しについて調査した。 

２．調 査 対 象             

  北見市に所在する企業を対象に、製造業、建設業、卸売業、小売業、サービス業の５業種１５０社 

 をインターネット（Google forms）、FAXにより調査した。 

３．回 収 状 況             

 

     企業数 

業 種 
対象企業数 回答企業数 回 答 率 

製 造 業 ３０社 ２５社 ８３．３％ 

建 設 業 ３０社 ２２社 ７３．３％ 

卸 売 業 ３０社 ２４社 ８０．０％ 

小 売 業 ３５社 ２７社 ７７．１％ 

サービス業 ２５社 １８社 ７２．０％ 

合   計 １５０社 １１６社 ７７．３％ 

 

注）本調査結果の中で、Ｄ・Ｉ値とある記号は、ディフュージョン・インデックス（景気動向指数）で 

 好転企業割合から悪化企業割合を差し引いた値を示す 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

  



Ⅱ . 概   況 

 

《 全 体 の 動 き 》 

 

 令和６年度第Ⅲ四半期<１０月～１２月>の北見市における業況は、前年比で「好転企業」２８．４％、「悪化企

業」３７．１％、「好転」から「悪化」を差し引いたＤ・Ｉ値は△８．７となっています。 

前年同期（０．０）との比較では８．７ポイントの悪化傾向を示しました。また、前期調査<令和６年度第Ⅱ四

半期>と比較してみると前回△１０．３→今回△８．７と１．６ポイント改善しました。 

 今回の業況を業種別で見ると、製造業Ｄ・Ｉ値△１６．０、建設業Ｄ・Ｉ値△４．５、卸売業Ｄ・Ｉ値△２０．

８、小売業Ｄ・Ｉ値△７．４、サービス業Ｄ・Ｉ値１１．１となっています。前年同期調査と比較すると、建設

業で１７．７ポイント改善、サービス業で５．６ポイント好転傾向を示した一方、卸売業で３６．２ポイント、

小売業で２５．３ポイントの大幅な悪化となり、Ｄ・Ｉ値がプラスからマイナスに転じる結果となりました。ま

た、製造業は前年の数値から変動がありませんでした。 

 来期の見通しを全業種で見ると「好転企業」１５．５％、「悪化企業」３９．７％でＤ・Ｉ値△２４．２と、前

年同期見通し（△９．７）に比べ１４．５ポイントの悪化傾向を示しています。 

 

 

《 業 種 別 の 動 き 》 

     

１）製 造 業        生 産 高        前年比で「増加企業」２０．８％、「減少企業」４５．８％、 

                    Ｄ・Ｉ値△２５．０と前年同期（△４．０）に比べ２１．０ポイントの

大幅な悪化となりました。 

 

           採   算   前年比で「好転企業」２０．８％、「悪化企業」４５．８％、 

                    Ｄ・Ｉ値△２５．０と前年同期（△３３．４）に比べ８．４ポイントの

改善となりました。 

 

           来期見通し   業況Ｄ・Ｉ値△３２．０（前年同期△１２．０）、生産高△２０．９

（同０．０）、資金繰り△２４．０（同△１６．０）と前年同期に比べ、

全て悪化を示し、特に業況、生産高は２０ポイントを超える大幅悪化の

見通しとなっています。 

 

  



２）建 設 業        完成工事高   前年比で「増加企業」２７．３％、「減少企業」３６．４％、 

                    Ｄ・Ｉ値△９．１と、前年同期（△３３．４）に比べ２４．３ポイント

と大幅な改善傾向を示しました。 

 

           採   算   前年比で「好転企業」２２．７％、「悪化企業」３６．４％、 

                   Ｄ・Ｉ値△１３．７と、前年同期（△３３．４）に比べて１９．７ポイ

ントの改善傾向を示しました。 

 

           来期見通し   業況Ｄ・Ｉ値△２７．３（前年同期△２２．２）、完成工事高△３６．

４（同△１８．５）、資金繰り△１３．６（同△１８．５）と前年同期と

比べ業況、完成工事高は悪化、資金繰りは改善の見通しとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）卸 売 業   売 上 高   前年比で「増加企業」２０．８％、「減少企業」４５．８％、 

                    Ｄ・Ｉ値△２５．０と前年同期（７．７）と比べ３２．７ポイントの 

大幅な悪化傾向を示し、Ｄ・Ｉ値がプラスからマイナスに転じる結果と 

なりました。 

 

             採   算   前年比で「好転企業」２０．８％、「悪化企業」３３．３％、 

                    Ｄ・Ｉ値△１２．５と前年同期（７．７）に比べ２０．２ポイントの大

幅な悪化傾向を示し、Ｄ・Ｉ値がプラスからマイナスに転じる結果と 

                    なりました。 

 

           来期見通し   業況Ｄ・Ｉ値△２０．９（前年同期△１９．３）、売上高△２０．８

（同△１９．２）、資金繰り△１６．６（同１１．５）と前年同期に比べ

業況、売上高がわずかに悪化、資金繰りは３０ポイント近い大幅悪化の

見通しとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４）小 売 業   売 上 高   前年比で「増加企業」４０．７％「減少企業」４０．７％、 

                  Ｄ・Ｉ値０．０と前年同期（２１．５）に比べ２１．５ポイントの大幅

な悪化傾向を示しました。 

 

           採   算   前年比で「好転企業」２９．６％「悪化企業」１８．５％、 

                  Ｄ・Ｉ値１１．１と前年同期（３．７）から７．４ポイントの好転傾向

を示しました。 

 

           来期見通し   業況Ｄ・Ｉ値△１１．１（前年同期０．０）、売上高３．７（同△３．

６）、資金繰り１１．１（同７．１）と前年同期と比べ業況は悪化したも

のの、売上高、資金繰りでは好転の見通しとなっています。 

 

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５）サービス業   売 上 高   前年比で「増加企業」２２．２％、「減少企業」２７．８％、 

                   Ｄ・Ｉ値△５．６と、前年同期（１１．１）に比べ１６．７ポイントの悪

化を示し、Ｄ・Ｉ値がプラスからマイナスに転じる結果となりました。 

 

           採   算    前年比で「好転企業」２７．８％、「悪化企業」５０．０％、 

                   Ｄ・Ｉ値△２２．２と前年同期（△５．５）に比べ、１６．７ポイント

の悪化傾向を示しました。 

 

   来期見通し   業況Ｄ・Ｉ値△３３．３（前年同期１１．１）、売上高△２７．７（同

１１．１）、資金繰り△１６．７（同０．０）と前年同期に比べ全ての項

目で悪化の見通しとなり、特に業況で４４．４ポイント、売上高で３８．

８ポイントの大幅悪化となっています。 
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業 種 別   経 営 上 の 問 題 点            

 
１ 位 ２ 位 ３ 位 ４ 位 ５ 位 

製 造 業 諸 経 費 増 人 件 費 増 人 材 不 足 得 意 先 減 少 同業者間の競合 

建 設 業 人 材 不 足 諸 経 費 増 人 件 費 増 得 意 先 減 少 同業者間の競合 

卸 売 業 諸 経 費 増 人 材 不 足 得 意 先 減 少 人 件 費 増 同業者間の競合 

小 売 業 諸 経 費 増 人 材 不 足 人 件 費 増 得 意 先 減 少 同業者間の競合 

サービス業 諸 経 費 増 人 件 費 増 人 材 不 足 同業者間の競合 得 意 先 減 少 

合   計 諸 経 費 増 人 材 不 足 人 件 費 増 得 意 先 減 少 同業者間の競合 

※ 問題点は、各業種とも３つ選択。 

 

全業種でみると、１位「諸経費増」、２位「人材不足」、３位「人件費増」となっており、前回調

査からみると、２位と３位の順位が入れ替わりました。 

また、業種別のトップ回答は前回調査時から変動がなく、地域にとって慢性的な課題となってい

ることが伺えます。 

  

業 況 

製造業 ⇒ 好転（農業機械金属用製品、車輌ボデー） 

        悪化（印刷、木製品、石材加工） 

 

建設業 ⇒ 好転（管土木） 

悪化（電気工事） 

 

卸売業 ⇒ 好転（なし） 

悪化（鉄鋼、事務用品） 

 

小売業 ⇒ 好転（眼鏡、燃料、自動車） 

        悪化（酒類、靴、工具金物） 

 

サービス業 ⇒ 好転（エステティック、IT） 

          悪化（理容、広告代理店・WEB製作） 

 

             （※太字アンダーライン表示は重複該当業種） 

  



 

その他及び具体的な業界の問題点等についての記載事項 

【製造業】 

○原材料価格はやや落ち着いてはいるが、先行きはまだまだ不透明。北見市の財政問題などが大き

く取り上げられているので、更に地域の経済が縮小してしまうのではないか。 

○お米の値上がり 

○人件費増による利益の減少、物価上昇による消費マインドの減退→客足の鈍化 

○仕入の原材料値上がりや、燃料・ガソリン、灯油・電気料金の高騰など 

○コストの増加に伴う価格転嫁 

 

【建設業】 

○官庁発注工事の減少が予想 

○市の工事量の減少 

○資材高騰による見積価格上昇に伴う客足減少 

○原油・原材料価格の変動の影響 

○全体的な物価の上昇 

○資格取得者の減少 

 

【卸売業】 

○諸経費増 

○仕入価格の上昇 

○円安が続き、在庫も増やすことが難しいうえ、収益性にも影響がある 

○為替相場の変動の影響 

○働き方改革（就業環境の改善や多様な人材の活躍、生産性の向上等）への取り組み 

 

【小売業】 

○製造、小売業は高騰による値上げをしてはいるが、転嫁がしにくい。地域値の上限があり、厳し

いと思う。 

○原油・原材料価格の変動の影響 

○北見市の財政状況悪化による影響が大きい 

○飲酒される方の減少 

○社会保険 106万円の壁問題への対応 

 

【サービス業】 

○電気料金が高騰している中、省エネ機器導入に対する補助金を再開してほしい 

○薄利少売が最もの要因ですが、家賃滞納で商売を辞められない個人事業主が多く、それにより北

見市の繁華街は衰退していくと感じています。店舗、建物の老朽化、店舗数の減少、利益率の低

下、交通（タクシー）の不便など様々な理由がありますが、繁華街に来る人が年々減っているこ

とは明らかです。廃墟ビル化の可能性が高いと感じています。 

また、中央地域の営業方法の問題点が指摘されると、その影響が日本全体の繁華街全体に広がる可

能性もあるかと思います。自然観光が乏しい北見市は、繁華街がなくなったとき、どうなるのでし

ょうか。 

○物価高による影響等 

○インバウンド需要の増加に対する接客対応、新車の仕入れ制限による需要対応力の低下 

○コロナ禍以降の中小企業の広告費削減 



 

 

2024 年 10 月最低賃金改定に伴う賃上げ調査 

  

昨今、エネルギー価格や原材料の高騰をはじめ、中小企業を取り巻く環境は厳しさを増

し続けています。そうした中、昨年 10月には北海道最低賃金が１，０１０円に引き上げら

れました。当所では市内事業者を対象に「最低賃金改定に伴う賃上げ」に関する実態調査

をインターネット（Google Forms）、FAXにより実施しました。【２０２５年１月、回答１

１６社】 

■ 最低賃金改定に伴うパート・アルバイトの賃上げ状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ パート・アルバイトの賃金引き上げ額 

引き上げ額 回答件数 割合 

49円以下 9 14.7％ 

50円 31 50.8％ 

51円～100円 14 23.0％ 

101円以上 4 6.6％ 

無回答 3 4.9％ 

合計 61 100％ 

 

■ 賃金引き上げのために実施した対応 ※複数回答可 

対 応 回答件数 

商品、サービスの値上げ 18 

対応したいができていない 17 

対応の必要を感じない 13 

設備投資による省力化 11 

販路拡大・売上増加 9 

補助金・助成金の活用 2 

その他 6 

付帯調査 



 

 

※「その他」の回答内容 

・可能な限りの原価低減策の実施  ・現状維持  ・最低賃金上昇による賃金の見直し 

・従業員の削減  ・従業員の能力を上げ給料アップ 

 

■ 最低賃金改定に伴う正社員の賃上げ状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 最低賃金改定に対する意見や必要な施策 

○経費増により収益が減る。中小企業には厳しい現況！ 

○公共工事の持続定な発注 

○広大な面積を誇る北海道（東北６県を合わせた面積よりも大きい）はいくつかのエリア

に分けて賃金を決めるべき 

○今後の賃金引き上げは大変厳しい。1,500 円の最低賃金は無理だと考えています。なか

なか価格への転嫁は難しい 

○今後も賃上げが予想されるので、企業としては大変である 

○最低賃金に合わせて上げた訳ではない 

○最低賃金引上げ額の根拠が不明 

○障がい者雇用など、支援が必要な方々の雇用機会が減少する懸念があるので、障がい者

雇用に対する手当や支援策を強化してほしい。最低賃金の引き上げがこうした雇用に与

える影響を十分に考慮し、補完する政策が求められる 

○大企業や経済指数の数値だけでなく、中小企業含む実体経済を好転させることが先 

地方の経済では、公共工事など官公庁の予算削減が一番ダメージを受けることを認識し

てほしい 

○賃金アップが容易な企業ばかりではない。もっと中小企業の声を聞いてほしい 

○賃上げによる景気回復は実感がありません。企業は機械化が進み、人を補填しなくなっ

てきた。販路拡大、売上増加より、先のことを見据え地道にコツコツの方が安心感があ

り、ストレスフリーで働けると思い始めました。地元特化型の支援がほしいところです 

○賃上げ原資として、商品への価格転嫁を国策で行ってほしい 

○都道府県単位の最低賃金の設定ではなく、細分化された地域別の設定にしてほしい 

○北海道において札幌と他地域では生活基盤が違いすぎる 

○売上が上がらない中で、最低賃金を勝手に決められるのは如何なものか！ 

○物価高に伴っていない 


